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１ 地方公会計制度 

 地方公会計の概要 

① 目的 

   地方公共団体における予算・決算に係る会計制度は、予算の適正・確実な執

行を図る観点から、単式簿記による「現金主義会計」を採用しています。 

   一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿

記による「現金主義会計」では把握できないストック情報（資産・負債）や見

えにくいコスト情報（減価償却費等）についても説明する必要性が高まってき

ました。 

このため、地方公会計制度では、「現金主義会計」に加えて、複式簿記によ

る「発生主義会計」を取り入れ、コストを「見える化」することで、財務情報

をわかりやすく明示し、 財政の効率化・適正化を図ることとされています。 

② 導入の経緯 

   県では、平成13年度（平成12年度決算分）からバランスシート及び行政コス

ト計算書を作成し、平成20年度決算分から、地方公共団体の財務４表の作成手

法を示した「新地方公会計制度研究会報告書」に基づく「総務省方式改訂モデ

ル」により財務諸表を作成・公表してきました。 

   その後、総務省から全ての地方公共団体に対して、複式簿記・発生主義会計

に基づく「統一的な基準」に基づき財務諸表を作成するよう要請があったこと

を踏まえ、平成28年度決算から、この「統一的な基準」に基づく財務書類を作

成しています。 

項目 従前 統一的な基準

発生主義・複式

簿記の導入

総務省方式改訂モデルでは決算統計

データを活用して財務書類を作成

財務情報を複式仕訳することにより

作成

固定資産台帳

の整備

総務省方式改訂モデルでは固定資産

台帳の整備が前提とされていない

固定資産台帳の整備を実施

比較可能性の

確保

総務省方式改訂モデルのほか、東京

都方式等の複数の方式が存在

統一的な基準による財務書類等によ

って団体間での比較可能性を確保

〔統一的な基準の設定による変更点〕 
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 財務書類の対象範囲 

① 一般会計等財務書類 

一般会計及び以下の特別会計を対象としています。

総務事務集中処理、証紙、島根あさひ社会復帰促進センター診療所、農

林漁業改善資金、母子父子寡婦福祉資金、市町村振興資金、中小企業近

代化資金、県営住宅、公債管理、中小企業制度融資等 

なお、平成 30 年度から中小企業制度融資等特別会計が対象となっています。

② 全体財務書類 

一般会計等に公営事業会計を加えたものです。 

なお、平成 30 年度から国民健康保険特別会計が対象となっています。

③ 連結財務書類 

全体財務書類に県の関連団体を加えたものです。 

全体財務書類と連結財務書類をまとめて、連結財務書類等といいます。 

一部事務組合
広域連合

地方独立行政法人
地方三公社
第三セクター等

特別会計

うち

公営企業会計

公営事業会計一般会計等

一般会計

地方公共団体

一般会計等財務書類

全体財務書類

連結財務書類

（参考）
・公営企業会計…地方財政法第 5 条第 1 項に基づき地方公共団体が特別会計を設けて運営 

される事業の総称 
・公営事業会計…地方公共団体の企業的活動に関する諸会計（公営企業会計を含む）の総称 
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２ 一般会計等財務書類

 財務書類の構成と相関関係（平成30年度）

貸借対照表　（略称：BS） 行政コスト計算書　（略称：PL）

純資産変動計算書　（略称：NW）

6,162億円

5,134億円 5,123億円

財源（税収等）
3,630億円

11億円
本年度末

純資産残高

差引

無償所管換等
51億円

前年度末
純資産残高

6,207億円

6,162億円

資金収支計算書　（略称：CF）

現金が１年間でどのように変動したのかを表示した
もの

貸借対照表の純資産が１年間でどのように　変動
したのかを表示したもの

収入 支出

純行政コスト
3,623億円

現金 臨時損失
3,623億円

221億円 純資産 45億円

純行政コスト

住民サービスを提供するために保有している財産
（資産）と、その資産がどのような財源（負債・純

資産）で賄われてきたかを表示したもの

住民サービスにかかった費用（経常行政コスト）
と、その直接の対価として得られた使用料や手数

料等（経常収益）を対比したもの

経常収益

資産 負債 経常費用 168億円

1兆7,223億円 1兆1,061億円 3,794億円 臨時利益

48億円

貸借対照表現金 221億円

収支差引 11億円
前年度末資金残高（歳計現金） 196億円

本年度末歳計外現金残高（歳計外現金） 14億円

［作成基準日］
平成 31 年 3 月 31 日（平成 30 年度末）
・ ただし、出納整理期間（4 月 1 日から 5 月 31 日）における収入及び支出につ

いては、基準日までに終了したものとして処理
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 貸借対照表 

① 貸借対照表とは 

貸借対照表とは、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高

及び内訳）を明らかにしたものであり、県が保有する財産（資産）と、その資

産をどのような財源（負債・純資産）で形成してきたのかを表しています。 

資産の合計額と負債・純資産の合計額とが一致し、左右が釣り合う（バラン

スしている）表であることからバランスシートとも呼ばれます。 

② 平成30年度のポイント 

・ 資産の総額は、1兆7,223億円となっており、このうち庁舎、学校、道路等の

有形固定資産が全体の88％を占めています。道路等のインフラ資産が経年によ

る減価償却に伴い減少したことなどから、前年度と比較して222億円減少して

います。 

・ 負債の総額は、1兆1,061億円となっており、このうち地方債に関する額が

9,700億円で全体の88％を占めています。地方債の発行抑制や公債費の繰上償還

により地方債の残高が減少したことなどから、前年度から177億円減少していま

す。 

・ 純資産は、資産形成のために充当した県税や補助金など負債以外の財源の蓄

積を表しています。平成30年度末の総額は6,162億円で、前年度から45億円減少

しています。 

〔県民一人当たりの資産と負債・純資産の状況〕〔資産と負債・純資産の状況〕

資産 

1 兆 7,223 億円

負債 

1 兆 1,061 億円

純資産 

6,162 億円 

資産 

251 万円 

負債 

161 万円 

純資産 

90 万円 
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(注１）各数値については、それぞれ四捨五入によっているため、合計等と一致しないものがあ

   る。以下同じ。

(注２）地方債及び１年内償還予定地方債には、臨時財政対策債(※)3,794億円を含む。 

資産 

 県が保有する財産 

固定資産と流動資産に計

上する基金の違い 

 １年以上保有する見込

みのある基金は固定資

産 

 １年未満で取り崩す見

込みのある基金は流動

資産 

※ 臨時財政対策債 

   地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行され

る地方債。地方交付税の振替であり元利償還金については、後年度に全額交付税措置される。 

貸借対照表（BS） 

負債 

 将来世代が担う負担 

地方債 

 地方債（借金）のうち、

返済予定が翌々年度以

降のものが固定負債、翌

年度のもの（1 年内償還

予定地方債）が流動負債

退職手当引当金 

 年度末において県職員

全員が普通退職した場

合に必要となる退職手

当総額 

純資産 

 資産形成のために充当し

た県税や補助金など、負

債以外の財源の蓄積 

（単位：億円）

構成比

17,051 16,815 98% △ 236

15,362 15,112 88% △ 250

事業用資産（庁舎、学校等） 5,365 5,307 31% △ 58

インフラ資産（道路、港湾等） 9,930 9,738 57% △ 192

物品 67 67 0% 0

4 4 0% 0

ソフトウエア 4 4 0% 0

1,685 1,699 10% 14

393 408 2% 15

211 221 1% 10

2 2 0% 0

21 20 0% △ 1

160 165 1% 5

1 0 0% △ 1

17,445 17,223 100% △ 222

10,102 9,903 90% △ 199

8,755 8,636 78% △ 119

1,129 1,089 10% △ 40

216 176 2% △ 40

2 2 0% 0

1,136 1,158 10% 22

1,045 1,064 10% 19

75 80 1% 5

預り金（歳計外現金） 15 14 0% △ 1

その他（国費償還金等） 1 0 0% △ 1

11,238 11,061 100% △ 177

6,207 6,162 100% △ 45

6,207 6,162 100% △ 45

17,445 17,223 △ 222

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

1年内償還予定地方債

賞与等引当金

負債の部合計

純資産の部

純資産

流動負債

短期貸付金

基金（財政調整基金）

徴収不能引当金

資産の部合計

負債の部

固定負債

地方債

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他（システムリース費等）

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産（有価証券、出資金、長期延滞
債権、長期貸付金、減債基金、その他基金等）

資産の部

固定資産

流動資産

現金預金

未収金

科目
金額

増減
Ｈ29 Ｈ30
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 行政コスト計算書

① 行政コスト計算書とは

行政コスト計算書とは、1 年間の費用・収益の取引高を明らかにし、行政サ

ービスに要した純行政コストを算出するものであり、「経常費用－経常収益＋

臨時損失－ 臨時利益＝純行政コスト」という構成になっています。 

経常費用は、資産形成に結びつかない住民サービスに係る経費です。発生

主義の観点から、現金支出を伴わない減価償却費なども費用として計上しま

す。なお、資産を取得するために支出した投資的経費は貸借対照表に資産と

して計上されるため行政コストには含めません。

また、経常収益は、使用料や手数料など、県が提供した住民サービスの直

接的な対価として得られた収入です。 

② 平成30年度のポイント 

・ 経常費用は、3,794億円で、この内訳をみると割合が高い方から人件費が 

1,231億円で32％、物件費等が1,187億円で31％、補助金や他会計への繰出金な

 どの移転費用が1,165億円で31％の順となっています。 

 前年度と比較すると、国民健康保険特別会計への繰出金が皆増したことなど

により、経常費用全体では3億円増加しています。 

・ 経常収益は、168億円で、前年度と比較すると、その他収益（雑入等）の増加

により17億円増加しています。 

・ 経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは、総額3,626億円で

前年度と比較すると14億円の減となっています。 

・ 純経常行政コストに臨時損失と臨時利益を加えた純行政コストは、3,623億

円です。純行政コストは、純資産変動計算書に反映され、地方税や地方交付税

などの一般財源等で賄われることとなります。 

区分 金額 一人当たり 

経常費用 3,794 億円 55 万円

経常収益 168 億円 2 万円

純経常行政コスト 3,626 億円 53 万円

純行政コスト 3,623 億円 53 万円

〔県民一人当たりの行政コストの状況〕
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経常費用

 当該年度の行政活動のうち資

産形成に結び付かない住民サ

ービスに係る経費

経常収益

 住民サービスに必要な財源

のうち、使用料・負担金等の

直接の対価として得られた

収入

臨時損失

 臨時に発生する損失

臨時利益

 臨時に発生する利益、資産

売却益等

純行政コスト

 一般財源等で賄うべきコスト

行政コスト計算書（PL） 

（単位：億円）

構成比

3,791 3,794 100% 3
2,655 2,629 69% △ 26
1,225 1,231 32% 6

職員給与費 1,098 1,102 29% 4
賞与等引当金繰入額 75 80 2% 5
退職手当引当金繰入額 0 0 0% 0
その他（嘱託職員報酬等） 51 50 1% △ 1

1,218 1,187 31% △ 31
物件費（旅費、委託料、備品購入費等） 407 414 11% 7
維持補修費 281 244 6% △ 37
減価償却費 529 529 14% 0
その他（上記区分によらない経費） 0 0 0% 0

212 210 6% △ 2
1,136 1,165 31% 29
1,070 1,054 28% △ 16

52 52 1% 0
0 41 1% 41

14 19 1% 5
151 168 17
54 53 △ 1
96 115 19

3,640 3,626 △ 14

39 45 6
0 29 29

23 6 △ 17
17 9 △ 8
0 1 1

33 48 15
1 8 7

32 40 8

3,647 3,623 △ 24

その他（地方債の返済免除等）

純行政コスト

資産除売却損
投資損失引当金繰入金
その他（貸付金の減免等）

臨時利益
資産売却益

災害復旧事業費

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他（各種補償金等）

経常収益
使用料及び手数料
その他（雑入等）

純経常行政コスト

臨時損失

業務費用
人件費

物件費等

その他の業務費用（支払利息等）

金額

Ｈ29 Ｈ30
増減

経常費用

科目

※ 災害復旧事業に係る費用は、H29年度分までは業務費用に計上していた 

が、H30年度分より臨時損失に計上している。 
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 純資産変動計算書

①  純資産変動計算書とは

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産が 1 年間にどれだけ変動した

のかを明らかにしたものです。 

行政コスト計算書で算出された 1 年間の行政サービスに要した純行政コス

トについては、県税や地方交付税、国庫補助金などの財源で賄っており、こ

うした財源で賄いきれなかった場合は純資産が減少し、余剰が生じた場合は

純資産が増加します。

② 平成30年度のポイント 

・ 純行政コスト3,623億円に対する税収や国庫補助金等の財源の額は3,630億円

であり、純行政コストはこうした財源で賄われています。 

・ 税収や国庫補助金等の財源と純行政コストとの差額（本年度差額）は6億円の

プラスですが、これに無償所管換等（無償で譲渡または取得した固定資産の評

価額等）を差し引いた本年度の純資産変動額は45億円のマイナスとなっていま

す。 

・ 平成29年度末の純資産残高6,207億円に対し、本年度の純資産変動額である

マイナス45億円が反映された結果、平成30年度末の純資産残高は6,162億円と

なっています。 
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純行政コスト

 行政コスト計算書で算定された純行政

コストをマイナス計上

財源

 純行政コストを賄う財源

本年度末純資産残高

 貸借対照表の期末の「純資産」に一致

純資産変動計算書（NW） 

（単位：億円）

6,207

△ 3,623

3,630

2,918

712

6

0

△ 62
その他 10

△ 45

6,162

金額科目

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高計（H30年度末）

国県等補助金

資産評価差額

無償所管換等

前年度末純資産残高（H29年度末）

純行政コスト（△）

財源

税収等

本年度差額
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 資金収支計算書

①  資金収支計算書とは

資金収支計算書とは、1 年間の現金預金（＝資金）の動きを、「業務活動収

支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の 3 つの区分により明らかにしたも

のです。 

県のどのような活動に資金が必要とされ、どのように賄ったか、また、資

金をどのような活動で獲得し、使用しているのかを表しています。 

「業務活動収支」は、税収や国庫補助金等の経常的な収入で、人件費、物

件費等の経常的な支出を賄えているかどうかを表しています。 

「投資活動収支」は、公共施設等の整備や基金の積立て等を目的とする支

出に対して、国庫補助金や基金の取り崩し等の収入によってどれだけ充当で

きたかを表しています。 

「財務活動収支」は、1 年間の地方債等の発行（収入）及び地方債等の償還

（支出）の状況を表しています。財務活動収支の差額は、地方債等の発行が

償還を上回る場合にはプラス、逆の場合にはマイナスとなります。 

② 平成30年度のポイント 

・ 業務活動収支は 327 億円のプラスとなっています。 

 前年度と比較すると、業務支出が物件費の減少等で 8 億円減少し、業務収

入が地方税等の税収等収入の増により 10 億円増加しています。これに、災害

復旧事業の実施に伴う臨時的な支出及び収入を考慮すると、収支は 14 億円の

増加となっています。 

・ 投資活動収支は 216 億円のマイナス、財務活動収支は 100 億円のマイナス

となっています。 

・ 資金収支の面からは、税収等の範囲内で経常的な活動を行いつつ、公共施

設等の整備や地方債の償還などを行っていることを表しています。 
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業務活動収支

 経常的な行政活動による資金収支

（人件費・物件費等の支出や県税・

国庫支出金等の収入）

投資活動収支

 公共施設等整備に伴う支出や貸付

金の貸付・回収等の収支

資金収支計算書（CF） 

財務活動収支

 地方債の発行・償還等の収支

資金残高

 一般会計等の歳計現金

現金預金残高

 歳計現金に歳計外現金を加えた額で、

貸借対照表の流動資産の現金預金の金

額に一致

（単位：億円）

313 327 14

3,257 3,249 △ 8

3,570 3,580 10
0 29 29
0 25 25

△ 141 △ 216 △ 75

852 809 △ 43

711 593 △ 118

△ 175 △ 100 75

1,103 1,036 △ 67

928 936 8

△ 3 11 14

199 196 △ 3

196 207 11

16 15 △ 1

△ 2 △ 1 1

15 14 △ 1

211 221 10

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

歳計外現金増減額

財務活動収入（地方債発行収入額）

投資活動収入（国庫支出金、基金取崩、
　　　　　　貸付金元金回収収入等）

財務活動収支

財務活動支出（地方債償還額等）

投資活動収支

投資活動支出（工事請負費、基金積立金、
　　　　　　貸付金等）

業務活動収支

業務支出（人件費、物件費、支払利息等）

業務収入（県税、地方交付税、国庫支出金等）

臨時支出（災害復旧事業費等）
臨時収入（災害復旧事業に係る国庫補助金等）

科目

金額

増減
Ｈ29 Ｈ30

※ 災害復旧事業に係る支出及び収入は、H29年度分までは業務支出 

及び収入に計上していたが、H30年度分より臨時支出及び収入に計 

上している。 
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３ 連結財務書類等

 連結財務書類等の概要

①  連結財務書類等

全体財務書類と連結財務書類をまとめて、連結財務書類等といいます。 

全体財務書類及び連結財務書類は、一般会計等のほか、自治体を構成する

その他の公営事業会計や、自治体と連携協力して行政サービスを実施してい

る関係団体や法人を 1 つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務書

類です。 

② 連結の対象範囲

全体財務書類は、一般会計等に公営事業会計を加えた、県の全会計を対象と

しています。 

なお、国民健康保険事業については、平成 29 年度までは一般会計に計上さ

れていましたが、平成 30 年度から特別会計を設け、「全体財務書類」の対象と

なっています。 

連結財務書類は、全体財務書類に、県の関与・財政支援下で県の事務事業と

密接な関連を有する業務を実施している外郭団体を加えたものです。 

財務書類の連結にあたり、これらの会計間取引等の重複計上分を控除してい

ます。

これらの会計間取引等の重複計上分を控除しています。 

区分

 一般会計

 特別会計

〔法適用〕

〔法非適用〕

 一部事務組合
 広域連合

 地方独立行政法人 公立大学法人島根県立大学

 外郭団体 ※団体名の後の比率は県出資比率

　　　地方公社

(公財)島根県育英会（39.3%）、（公財）しまね海洋館(100％)

(公財)ふるさと島根定住財団(100％)

(公財)しまね女性センター(89.2％)、(公財)しまね自然と環境財団(92.5％)

(公財)しまね文化振興財団(100％)、(公財)しまね国際センター(78.6％)

(公財)島根県環境管理センター(31.2%)

(公財)島根県生活衛生営業指導センター(48.8%)

(公財)島根県障害者スポーツ協会(78.4％)

(公財)島根県みどりの担い手育成基金(88.4％)

(公財)しまね農業振興公社(0.4％)、(公社)島根県林業公社(50.0％)

(一財)くにびきメッセ(63.7％)、(公財)しまね産業振興財団(100％)

(公財)島根県建設技術センター(100％)

(公財)島根県暴力追放県民センター(70.0％)

　　　公益法人等

連結対象範囲

電気、工業用水道、水道、宅地造成、病院

島根県土地開発公社(100％)、島根県住宅供給公社(100％)

総務事務集中処理、証紙、市町村振興資金、島根あさひ社会復帰センター診療所、母子父
子寡婦福祉資金、農林漁業改善資金、中小企業近代化資金、県営住宅、公債管理、中小企
業制度融資等（H30～）

 公営事業会計

一般会計等
財務書類

全体財務書類

連結財務書類

会計名・団体名

隠岐広域連合（隠岐、島前病院事業会計）、境港管理組合

臨港地域整備、中海水中貯木場、流域下水道

　国民健康保険（H30～）
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・ 外郭団体のうち連結の対象とする団体は、総務省の「統一的な基準による地方
公会計マニュアル」等を参考に選定

(ア) 地方三公社及び出資比率が 50％以上の法人は全て連結対象

(イ) 出資比率が 50％未満の法人については、「統一的な基準による地方公会
計マニュアル」における連結対象に含めるべき第三セクター等にあたるケース
（下表のとおり）を参考に県への財政依存度（借入金、補助金、損失補償）
等、県の関与の度合に応じて判断

・  各会計の基礎数値等は次のとおり。

(ア)法非適用公営企業会計
新地方公会計制度実務研究会報告書を参考として決算統計データ等から作

成した財務４表を使用

     (イ)法適用公営企業会計
地方公営企業法施行規則等に基づいて作成した公営企業決算統計データ等

から作成した財務４表を使用

     (ウ)地方独立行政法人
地方独立行政法人法会計基準に基づいて作成された、財務諸表から作成し

た財務４表を使用

     (エ)外郭団体
各々が作成している財務諸表から作成した財務４表を使用 

      なお、この連結財務４表は、県と連携・協力して行政サービスを実施している 
関係団体を一つの行政サービス実施主体とみなして作成したものであり、関係団 
体の資産及び負債等がそのまま県に帰属するものではない。

注）出資比率とは、各団体の定款に定める基本財産に対する県出資金の割合をいう

番号 区分 該当法人

1

第三セクター等の資金調達額の総額の過半（５０％超）を設立団
体からの貸付額が占めている場合（資金調達額は設立団体及び金
融機関等からの借入など貸借対照表の負債の部に計上されている
ものとする。設立団体からの貸付額には損失補償等を含むことと
するが、補助金、委託料等は含まないものとする。）

(公財)島根県育英会（Ｈ25決算～）
(公財)島根県環境管理センター（Ｈ20決算～）
(公財)しまね農業振興公社（Ｈ17決算～）

2

第三セクター等の意思決定機関（取締役会、理事会等）の構成員
の過半数を行政からの派遣職員が占める場合、あるいは構成員の
決定に重要な影響力を有している場合

3
第三セクター等への補助金等が、当該第三セクター等の収益の大
部分を占める場合（人件費の相当程度を補助するなど重要な補助
金を交付している場合）

(公財)島根県生活衛生営業指導センター（Ｈ25
決算～）

4
第三セクター等との間に重要な委託契約（当該第三セクター等の
業務の大部分を占める場合など）が存在する場合

5

業務運営に関与しない出資者や出えん者の存在により、実質的に
は当該地方公共団体の意思決定にしたがって業務運営が行われて
いる場合
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 財務書類の構成と相関関係（平成30年度） 

［作成基準日］
平成 31 年 3 月 31 日（平成 30 年度末） 
・ただし、一般会計等との間において出納整理期間中に現金の受払い等がなされ

た場合は、法適用公営企業会計等においても、これに対応する現金の受払い等
が当該会計年度末に終了したものとして調整 

・各会計を単純に合算した場合、会計間でも取引等が二重に計上されるため、会
計間取引等の重複計上分を控除

貸借対照表　（略称：BS） 行政コスト計算書　（略称：PL）

純資産変動計算書　（略称：NW）

6,265億円 6,238億円

財源（税収等）
4,286億円

27億円

前年度末
純資産残高

6,785億円

差引

6,755億円

資金収支計算書　（略称：CF）

現金が１年間でどのように変動したのかを表示した
もの

貸借対照表の純資産が１年間でどのように　変動
したのかを表示したもの

収入 支出

純行政コスト
4,257億円

無償所管換等
59億円

本年度末
純資産残高

4,257億円

413億円 純資産 48億円

6,755億円

純行政コスト

住民サービスを提供するために保有している財産
（資産）と、その資産がどのような財源（負債・純
資産）で賄われてきたかを表示したもの

住民サービスにかかった費用（経常行政コスト）
と、その直接の対価として得られた使用料や手数
料等（経常収益）を対比したもの

経常収益

資産 負債 経常費用 460億円

1兆9,130億円 1兆2,375億円 4,719億円 臨時利益

49億円

現金 臨時損失

貸借対照表現金 413億円

収支差引 27億円
前年度末資金残高（歳計現金） 372億円

本年度末歳計外現金残高（歳計外現金） 14億円
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 貸借対照表（全体・連結）

公営事業会計及び第三セクター等を連結した結果（表中③）、一般会計等

（表中①）に対して、資産の合計は 1.11 倍、負債の合計は 1.12 倍、純資産の

合計は 1.10 倍となっています。 

資産 

1 兆 9,130 億円 

負債 

1 兆 2,375 億円 

純資産 

6,755 億円 

〔県民一人当たりの資産と負債・純資産の状況〕〔資産と負債・純資産の状況〕

資産 

279 万円 

負債 

180 万円 

純資産 

99 万円 

（単位：億円）

一般会計等
①

16,815 17,456 18,339 104% 109%

15,112 15,866 17,092 105% 113%

4 76 79 1,900% 1,975%

1,699 1,514 1,169 89% 69%

408 609 791 149% 194%

17,223 18,065 19,130 105% 111%

9,903 10,603 11,026 107% 111%

1,158 1,261 1,349 109% 116%

11,061 11,865 12,375 107% 112%

6,162 6,200 6,755 101% 110%

6,162 6,200 6,755 101% 110%

17,223 18,065 19,130 105% 111%

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

固定資産

純資産

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

連結
③

全体
②

科目

固定負債

資産の部

負債の部合計

純資産の部

流動負債

資産の部合計

負債の部

流動資産

割合
②/①

割合
③/①
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 行政コスト計算書（全体・連結） 

公営事業会計及び第三セクター等を連結した結果（表中③）、一般会計等

（表中①）に対して経常費用は 1.24 倍、経常収益は 2.74 倍、純経常行政コス

ト、純行政コストはそれぞれ 1.17 倍、1.17 倍となっています。 

区分 金額 一人当たり 

人件費 1,396 億円 20 万円

物件費等 1,410 億円 21 万円

その他の業務費用 239 億円 3 万円

移転費用 1,673 億円 24 万円

〔県民一人当たりの経常費用の状況〕

（単位：億円）

一般会計等
①

3,794 4,637 4,719 122% 124%

2,629 2,919 3,045 111% 116%

1,231 1,350 1,396 110% 113%

1,187 1,336 1,410 113% 119%

210 232 239 110% 114%

1,165 1,718 1,673 147% 144%

168 389 460 232% 274%

3,626 4,247 4,259 117% 117%

45 37 48 82% 107%

48 49 49 102% 102%

3,623 4,236 4,257 117% 117%純行政コスト

科目

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

臨時利益

経常収益

純経常行政コスト

臨時損失

移転費用

連結
③

割合
②/①

割合
③/①

全体
②
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 純資産変動計算書（全体・連結）

公営事業会計及び第三セクター等を連結した結果、一般会計等に対して純資

産残高は 1.10 倍となり、前年度末と比較して 30 億円減少しています。 

 資金収支計算書（全体・連結） 

公営事業会計及び第三セクター等を連結した結果、一般会計等に対して現金

預金残高は 1.87 倍となり、前年度末と比較して 27 億円増加しています。
（単位：億円）

一般会計等
①

327 357 376 109% 115%

△ 216 △ 245 △ 247 113% 114%

△ 100 △ 82 △ 102 82% 102%

11 30 27 273% 245%

196 319 372 163% 190%

207 348 399 168% 193%

15 15 15 100% 100%

△ 1 △ 1 △ 1 100% 100%

14 14 14 100% 100%

221 362 413 164% 187%

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

歳計外現金増減額

連結
③

割合
②/①

割合
③/①

全体
②

科目

（単位：億円）

一般会計等
①

6,207 6,218 6,785 100% 109%

△ 3,623 △ 4,236 △ 4,257 117% 117%

3,630 4,284 4,286 118% 118%

2,918 3,396 3,403 116% 117%

712 888 883 125% 124%

6 48 29 800% 483%

0 0 0 － －

△ 62 △ 61 △ 32 98% 52%

10 △ 5 △ 27 － －

△ 45 △ 18 △ 30 40% 67%

6,162 6,200 6,755 101% 110%
本年度末純資産残高計

（H30年度末）

本年度差額

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

割合
②/①

割合
③/①

全体
②

科目

前年度末純資産残高（H29年度末）

連結
③


